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審査請求人■■■■■■
■■■■■

処分庁高松市福祉事務所長
-

審査請求人が平成26年４月２８日付けで提起した生活保護一時扶助決定処分に係る審査
請求について、次のとおり裁決する。

主 文ら ．本件審査請求に係る処分のうち、国語辞典を支給対象外として却下した部分について、

取り消す。

理 由

第１審査請求の趣旨及び理由、
１審査請求の趣旨
本件審査請求の趣旨は、処分庁が平成26年４月10日付け高福生通知第534号で審

査請求人（以下「請求人」という。）に対して行った生活保護一時扶助決定処分のう
ち、国語辞典の支給を却下したことについて、その支給を求めるものである。．

B'審査請求の理畠ざ審査請求の理由は、審査請求書、反論書によれば､次のとおりである。
、請求人が一時扶助として申請した教材代のうち国語辞典については、生活保護法に
よる保護の実施要領についで(昭和38年４月１日社発第246号厚生省社会局長通知。
以下「局長通知」という。）第７-８-（２）一イー(工）に具体的に示されてい
る「当該授業を受講する全生徒が必ず購入することとなっている和洋辞典｣に該当
するにもかかわらず、支給対象外であると説明され、当該費用である2,100円が支
給されなかったこと。-

第２認定事実・、審査庁が調査したところ、次の事実が認められる。
１請求人世帯賎平成25年２月１５日から高松市において、生活保護を受給している。
. :２平成26年３月28日く請求人が来所し、長女一係る教材代(以下

「教材代jという｡）の一時扶助申請書を提出した｡処分庁職員は､国語辞典は教材
１



一

代の支給対象外である旨を説明した。
<３平成26年４月、日､本件処分の決定を行い､同日付の当該保護決定通知書を請求
人に送付した。

←

第３判断
：１生活保護法による保護の基準(昭和38年４月１日厚生省告示第158号｡以下｢告､
示｣という｡)別表第７一ﾕにある技能習得費のうち教材代の基準額は､臭｢正規の授，
業で使用する教材の購入に必要な額」とある。
また､局長通知第７-８-、(2)ーイー（エ）には、「教材代の認定を行う場合に
は､必要に応じて教材の購入リスト等の提出を求めるなど､必要とする実費の額の確、・
認を行うこと｡正規の授業で鋤する教科書等の範囲は当該授業を受謝る全生徒
力泌ず購入することとなっている教科書､副読本的図書ｳー ｸﾌｯ販鈍辮典
であること｡｣とある｡さらに､生活保護問答集について(平成21年３月31日厚生○：獺鑿鐡麓鴛蕊巽磯雛》鴎薑灘彗鴛ｏ
基本額の中に含まれているものであるも」とある。
・２これらのことを踏まえ､本件処分について検討する｡、
：教材代については､:局蕊知筆７-８-(2)一イー(ｴ)において､告示別表第
７-ユにある教材代の基準額であるＴ正規の授業で使用する教材の購入に必要な額」
を具俸的iこ示すものであり､処分庁が教材代の支給対象外とした国語辞典は､刷洋
辞典jに含まれるものと解される‘また､当該国語辞典は｢全生徒が必ず購入するこ

．ととなっている」ものとして請求人から教材の購入リストを添付し申請瀬あったもの
であり､教材代として認定し､支給すべきものであると判断する。…
以上のことから命長女の教ﾈｵ代について､国語辞典を支給対象外とし､支給しな、かつたことは不当であると言わざるを得ない。 ○

第 ４ 結 論 Ｏ
〆本件審査請求は､理由があるから､行政不服審査法40桑3項の規定を適用し､主
文のとおり裁決する。
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